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はじめに

1980年代のラテンアメリカ諸国における軍事独裁制からの民主化， 1990年代

以降の民族対立などによる紛争後の民主的社会の建設に向けて，いわゆる「移

行期正義」］）が国際社会の課題となり， 21世紀に入ると国連における大きな議

論のテーマともなってきた見 移行期正義を実現するために開発されてきた主

要なメカニズムが，国際刑事法廷と真実委員会である叫

国際刑事法廷は，冷戦崩壊後に起きた民族紛争下で起きた国際犯罪（ジェノ

サイドや人道に対する罪など）に責任のある上級指導者を訴追するために，旧

ユーゴスラビアとルワンダで設置されたアドホック法廷， 1998年に採択された

1) 本稿では，移行期正義を「独裁から民主制へ，あるいは内戦から平和な社会へ移

行するにあたって，過去の人権侵害をただし， 真実を明らかにし，正義を実現し，

人権侵害を二度と繰り返さないことをめざす」（［内田・ 清水2012] i頁）活動を意

味するものとして使用する。

2) 移行期正義の歴史的変遷については，［望月 2012]第 1章第 1節を参照。

3) [望月 2012]第 2部を参照。
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国際刑事裁判所ローマ規程に基づいて設置された国際犯罪に対して普遍的管轄

権を持つ国際刑事裁判所 (2003年 3月），アドホ ック法廷の反省から設置され

るようになったハイブリッド法廷からなる。ハイブリッド法廷は国際社会と国

内政府による合意によって設置され，国際法と国内法が利用され，裁判官や検

察官を含む司法関係者も国際・国内の両行から構成される点などが一ー純粋な

国際法廷や普遍的管轄権を有する国際刑事裁判所とは異なる一ー特徴である叫

真実委員会は，権威主義体制や独裁制あるいは内戦下における大規模な人権

侵害の被害者の権利回復を含めた救済措置と社会の和解を実現するための非一

司法的な取り組みとして設置されてきた5)。当初は， 1980年代におけるラテン

アメリカ諸国の軍事独裁政権下での行方不明者の捜査や人権侵害の実態・歴史

を明らかにする真実の探求から始まった。アパルトヘイト体制後の南アフリカ

における真実和解委員会の活動が知られて以降，特赦を含む和解の措置がク

ローズアップされるようになった。その後，今日まで多数の経験が積み重ねら

れるなかで，公職追放，賠償，再発防止の措置など，その活動の内容を拡充し

てきた叫

国際刑事法廷と真実委員会の目的や機能は相互に重なり合う部分が多く，そ

のため，近年は両者が双方の機能の一部を共有する方向に進んでいる7)。他方

4) ハイブリ ッド法廷の特徴や事例については， [Cohen2007], [Nielsen 2010], 

[OHCHR 2008], [Raub 2009] を参照。

5) ヘイナーによると，真実委員会と呼ばれるためには，① 移行期，② 広範な調査

対象， ③ 説明責任， ④ 被害者中心的， ⑤ 期間限定的，⑥ 公的機関の要素すべて

（ないしは一部）を共有する必要がある［ヘイナー 2006]第3章， ［阿部 2008]49 

頁。 今日まで設置されている真実委員会は，さまざまな名称を付けているが，本稿

ではヘイナーの要件に一致するものを真実委員会と一括して称する。

6) 真実委員会の歴史的変遷や活動内容の推移などについては，［ヘイナー 2006],

［阿部 2008]第 1章を参照。

7) 例えば，国際刑事裁判所は一定程度の被害者の権利と賠償の権利 （特に集団的賠

償）を承認しており，他方で， 真実委員会は訴追．捜査に一定の関与と権限を認め

る （東ティモール受容真実和解委員会の訴追勧告権・捜査令状要請権・証拠へのア

クセス権，公聴会に参加する個人の法的代理人の確保など）［望月 2012]54頁，95

頁，108頁。
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で，この 2つの移行期正義に対処するメカニズムには，国際刑事裁判所や真実

委員会だけ，そして両者の併用という 3つのパターンが考えられ，いずれを選

択するかは各国のさまざまな事情によって差異がある見

移行期正義を実現するメカニズムが国際刑事法廷と真実委員会であることが

ひとつの原因となって，移行期正義にはさまざまなジレンマや課題がともなう。

その最も代表的なものが，① 平和と正義，② 真実と正義，③ 国際基準（正

義）とローカル基準（正義），それぞれのあいだのバランスのとり方である叫

これは，応報的正義と修復的正義の組み合わせの問題であると言い換えること

ができる。移行期正義の実現にあたり，当初は前者が強調されたが，次第に後

者が重要視されるように変化してきたJO)。現在は，移行期正義を実現しようと

する社会に応じた組み合わせ・相互補完の重要性が主張されている11¥
本稿で扱うカンボジアにおいても，移行期正義の実現に向けて新たな挑戦が

なされている。 1991年10月のパリ和平協定で20年に及ぶ内戦が終結し，国連カ

ンボジア暫定統治機構 (UNTAC)の下で総選挙を実施した後， 1993年9月に

新憲法が公布されて複数政党制に基づく自由民主主義の体制としてカンボジア

王国が発足した12)。移行期正義を実現する一部として， 1975年から約 4年間力

ンボジアを支配した民主カンプチア政権（クメール・ルージュ体制）下で行わ

8) [ヘイナー 2006]第13章を参照。

9) [望月 2012] 第 2章。

10) 大串和雄は，その理由として，① 1980年代のラテンアメリカで始まった移行期

正義の対象が世界に拡大したこと，② 移行期正義の適用される状況のタイプが変

化したこと（ポスト独裁型からポスト紛争型へ），③ 1990年代以降に国際機関や欧

米諸国が移行期正義を推奨するようになったこと，の 3点を指摘する［大串 2012]

第2章。パーメンティアは，冷戦崩壊後に多発するようになった集団暴力犯罪に対

処するための刑事訴追の国際化，すなわち，① 「普遍的管轄権」を立法化する努力，

② 国際的な刑事司法メカニズムの確立と実践がなされてきたことを挙げている

［パーメンティア 2011]第2章第2節。

11) [ミノウ 2003]第 2章，［パーメンティア 2011]116頁，［望月 2012]25-26頁。

12) 大串和雄による移行期正義の分類によると，カンボジアはポスト紛争型（非民主

型）［紛争後に選挙を行いながらも，権威主義体制に転化する型］に相当する［大

串 2012] 7 -8頁。
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れた大規模な人権侵害などに責任を有する指導者を裁くため， 2006年に「カン

ボジア特別法廷」 (theExtraordinary Chambers in the Courts of Cambodia : 

ECCC) を設置した。これは，コソボ (2000年），東チィモール (2000年），シ

エラレオネ (2002年）に続き 4番目にできたハイブリッド法廷である（その後，

2009年にレバノンで設置）。

ECCCは，それまでにはない独自の事情を持つ国において設置された国際

刑事法廷である。それは，① 上座仏教国，② 30年以上も前の大規模な国際犯

罪を対象，③ 大陸法の伝統を持つ国において初めて設置されたハイブリッド

法廷である。そのため， ECCCは他のハイブリッド法廷にはほとんど見られ

ない 多面的なハイブリッド性を包含する＿ユニークな側面を有している。

ECCCが持つユニーク性を＿特に，応報的司法と修復的司法の併用を中心

に 浮き彫りにすることで，カンボジアにおける移行期正義の実現に向けた

挑戦の特徴を考察するのが，本稿の目的である。

ECCCの特徴を分析するさいの方法論として，本稿では，「法的アプロー

チ」（国際法とりわけ人権法と刑事法の立場一一国際基準の遵守という視点

—からハイブリッド法廷の特徴や課題を分析）よりは，「社会的アプローチ」

（国際基準をローカル化するさいの特徴と背景やその社会的影響に着目）に焦

点を合わせる13)。そのさい，他のハイブリッド法廷との比較的な考察も行う。

社会的アプローチを重視するために， ECCCは移行期のカンボジアをとりま

く法的，政治的，社会的，文化的な諸要素が折り重なり，その文脈に適合した

（それゆえ社会的影響力を持つ）ハイブリッド法廷であり，カンボジア的な彩

りを持つ移行期正義を実現するメカニズムであることを主張する。さらに，

ECCCは新たなハイブリッド法廷の創造であり，将来における国際刑事法や

法廷の発展に大きく寄与する可能性を秘めていることも強調する。

13) 国際刑事法廷の研究に対する 2つのアプローチについては， [Scully2013] を参

照。日本における ECCCの研究についても，圧倒的に法的アプローチが主流であ

り （表 1-1・2の出典を参照），社会的アプローチは少ない（［阿部 2005], [阿部

2012] を参照）。
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以下，本稿は，次のように論を展開する。第1章では， ECCCの設置過程，

その根拠法と組織構造について簡潔にのべる。他のハイブリッド法廷と異なり，

ECCCは国際的要素よりも国内的要素を強く反映した法廷であることを，そ

の事情とともに確認する。第 2章は， ECCCが有する修復的司法の側面を考

察する。民事当事者制度と賠償措置 （特に集団的・道徳的賠償）の特徴を検討

することで， ECCCは応報的司法に修復的司法を大きく組み込んだ新たなハ

イブリッド法廷であることを指摘する。第3章は，国内外における社会調査の

報告書から，移行期正義と ECCCに対するカンボジア人と被害者の意識と評

価を分析する。第4章は，正義と平和や真実とのあいだに最適のバランスをも

たらそうとする ECCCは，カンボジアの文化的伝統である仏教の価値観に配

慮し，それに適合した移行期正義実現のメカニズムであることを主張する。最

後に，それまでにはなかった事情の下で設置された ECCCの活動は，今後の

国際刑事法や法廷の発展に向けて大きく寄与し得る点を指摘する。

第1章 ECCCの設置過程，根拠法と組織構造

1. ECCCの設置過程（表1-1) 

ECCCの設置過程は，国連とカンボジア政府の駆け引きをめぐり 3つの時

期に分けることができる 14)。第 1期は，裁判形態をめぐり対立した (1997年

-1999年3月）。当初，カンボジア政府は国際法廷の設置に固執していたわけ

ではない。真実委員会の設置も検討していたが，却下された。1997年6月に当

時の共同首相が，クメール・ルージュ体制下の国際犯罪に関する裁判について，

国連に援助を要請する書簡を事務総長に送付した。これを受けて， 1998年 2月，

総会決議52/135に基づき，カンボジアにおける過去の人権侵害の証拠を評価

するための「専門家グループ」が設置される。1999年2月，専門家グループの

報告書が提出される。そこでは，複数の選択肢 （安保理決議，総会決議，他の

国連機関による国際法廷，国内法廷，ハイブリ ッド法法廷など）から，安保理

決議による国際法廷（所在地は国外，検察官は外国人，カンボジアには捜査事

14) [古谷 2004]第II章。
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1994年4月

1996年8月

1997年4月

1997年6月

1997年6月

1998年 2月

1998年4月

1998年5月

1999年2月

1999年3月

1999年4月

1999年8月

2000年7月

2001年8月

2002年2月

カンボジアにおける移行期正義の実現に向けた挑戦

表 1-1 カンボジア特別法廷の設置過程

国際社会とカンボジア政府の対応

アメリカ議会がカンボジア・ジェノサイド処罰法を制定する。

カンボジア政府に投降したイエン・サリ（民主カンプチア政権の外相）

に，恩赦が与えられる。

アメリカが提案し採択された国連人権委員会決議1997/49により，事務

総長に対して，カンボジアにおける過去の国際法違反に対応するために，

同国からの援助の申し出を検討するように要請する。この決議を受け，

カンボジア人権問題特別代表が同国を訪問し，同決議に関して協議を行

う。当初，カンボジア政府は国際法廷に固執していたわけではないが，

それを望んでいた。

アメリカがクメール・ルージュ支配下の国際犯罪を刑事訴追する前に，

「真実委員会」を設置するようカンボジア政府に提案。→後に却下。

共同首相が，クメール・ルージュ支配下の重大な国際犯罪に関する裁判

について，国連に援助を要請する書簡を事務総長に送付する。

総会決議52/135により，事務総長に対して，カンボジアにおける過去

の人権侵害の証拠を評価するための「専門家グループ」の任命を要請。

この決議により，事務総長は 3名からなる専門家グループを設置する。

民主カンプチア政権の最高指導者であったポル・ポトが心臓発作で逝去。

同年 7月の総選挙の後に，クメール・ルージュ支配下の国際犯罪を裁く

法廷の設置を要請する声明をカンボジア政府が発表。

1998年7月から開始した調査を終えた後，専門家グループは報告書を提

出（安保理または総会による決議による国際法廷の設置を勧告）。

カンボジア政府は報告書の勧告に強く反発・拒絶する（国民和解と国家

主権の不可侵との理由から，国内法廷や真実和解委員会方式を主張）。

アメリカのケリー上院議員による説得（国内・国際裁判官から構成され

るハイブリッドな法廷という提案）で，政府は妥協的な姿勢を示す。

国連法務部の代表がカンボジアに派遣され，ハイブリッド法廷の設置に

向けた協議が開始される。

国連とカンボジア政府とのあいだに，ハイブリッド法廷の設置に向けた

暫定的な「了解覚書」が作成（後に「協定（合意文書）」とすることが

予定されている）。

カンボジア政府は「特別法廷の設置に関する法」を制定。

国連は，「特別法廷の設置に関する法」が「協定」よりも優位にあると

いう点に憂慮する声明を出し，カンボジアとの交渉を一方的に終了する
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と-旦号口 o

2002年12月
総会決議57/228Aにより，事務総長に対して，特別法廷の設置に関す

るカンボジア政府との交渉の再開を要請する。

2003年1月 国連とカンボジア政府が交渉を再開する。

2003年5月
総会決議57/228Bにより，国連とカンボジア政府とのあいだの協定案
を承認し，両当事者にその発効に向けで必要な措置をとるよう要請する。

2003年6月 国連とカンボジア政府は正式に協定に署名。

2004年11月 カンボジア国会で協定が批准。

2004年10月 協定の内容と合致するよう「特別法廷の設置に関する法」が改正。

2005年4月 協定が発効。

2006年5月 国際・国内の司法官（判事・検察官）が任命。

2006年7月
司法官の宣誓式，共同検察官の予備調査が開始され，特別法廷が正式に
発足する。

出典：［北村 2005]第ill・N章， ［竹村 2012]第1章第2節，［野口 2011]第I章，「古谷 2004]
第1I章 ［望月 2009]第 I章から筆者による作成。

務所の設置だけ）を選択することが提案された。これに対して，カンボジア政

府は強く反発し，正義と平和が「国民統合と主権の不可侵」という文脈で実現

される必要がある，カンボジアの既存の国内法廷を利用すべきとして，その提

案を拒絶した。

第 2期は，ハイブリッド法廷の設置をめぐり妥協と対立が見られた (1999年

4 月 ~2002年 3 月） 。 1994年 4 月のアメリカによるハイブリッド法廷の設置と

いう提案に，カンボジア政府は妥協的な姿勢を見せる。 2000年7月，国連とカ

ンボジア政府とのあいだに，ハイブリッド法廷の設置に向けた暫定的な「了解

覚書」が作成される。その際，国連は国際判事の方が国内判事よりも多数を占

める法廷を主張し，他方で，カンボジア政府は国内判事の方が国際判事よりも

多数を占める法廷を要求した。最終的には，国内判事の方が国際判事よりも多

数を占める法廷，ただし「超多数決制」（たとえば「裁判部」は 3人の国内判

事と 2人の国際判事で構成されるが，決定に関しては 4人以上の賛成が必要と

いう条件，最低 1人の国際判事の賛成が必要）を採用することで妥協した。

2001年8月，「特別法廷の設置に関する法」が制定され， ECCCは国内法によ

- 144 - (826) 



カンボジアにおける移行期正義の実現に向けた挑戦

る国内法廷とされた。その後，特別法廷を統括する文書をめぐって対立し（国

際法と国内法の優位性）， 2002年 2月，国連は国際法よりも国内法を優先する

カンボジア政府の姿勢に憂慮して， 一方的に交渉を打ち切った。

第 3期は，交渉が再開し協定が締結された (2002年12月-2005年 4月）。

2002年12月の総会決議57/228Aに基づき， 2003年 1月に国連とカンボジア政

府のあいだで交渉が再開する。国連は国際裁判官が多数，超多数決制から通常

の多数決制，検察官は国際スタッフで構成される特別法廷を要求，他方で，カ

ンボジア政府は特別法廷を三審制から二審制にするという国連の提案以外のす

べての変更点を拒絶した。最終的に，協定（合意文書）は特別法廷設置法に

沿って作成するということで妥協した。

このように， ECCCの設置は，国連総会を中心に 6年にも及ぶ交渉の結果

として合意に到達した。その間，国連とカンボジア政府のあいだに熾烈な駆け

引きが行われたが，最終的にはカンボジア政府の立場が優越した。それは国内

法により， ECCCが設置された点に象徴される。

カンボジア政府は真実委員会を設置することも検討していたが，最終的には

ハイブリッド法廷を設置した。それは，真実委員会の方が人権侵害の捜査対象

になる者（特に国や地方の政府で要職に就く多数の元クメール・ルージュの構

成員）が多く，それを避けたかったことが大きな理由である15¥

2. ECCCの根拠法と組織構造

これまで設置された 5つのハイブリッド法廷は，① 国際的要素が強い（コ

ソボ，東ティモール，シエラレオネ），② 国内的要素が強い（カンボジア），

③ 両者の中間（レバノン）の 3つに分類することができる（表 1-2)。結論

を先取りすると， ECCCだけが国際的要素よりも国内的要素を最も色濃く体

現したハイブリッド法廷である。それは， ECCC設置の根拠法と組織構造に

15) [Kuong 2009] 136頁。これは， ECCCが設置されるまでに長い時間がかかった

ことの理由でもある（［ヘイナー 2006]258頁に引用されているマークスの指摘を

参照）。
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表1-2 ハイブリッド法廷の比較

コソボ 東ティモール シエラレオネ カンボジア レバノン

設置場所
国内（ミトロ 国内（ディリ） 国外（ハーグ） 国内（プノンペ 国外（ハーグ）

ヴィツア） ン）

法廷の位
国内裁判所の一 国内裁判所の一 国内裁判所に優 国内裁判所の一 国内裁判所に優

部 部 越する独立した 部 越する独立した
置づけ

法廷 法廷

根拠法
安保理決議によ 安保理決議によ 安保理決議によ 国内法＞協定 安保理決議

るPKO規則 るPKO規則 る協定

手続法
国際法（直接適 国際法（直接適 国際法（直接適 国際法（間接適 国内法

用）＋国内法 用）＋国内法 用）＋国内法 用）＋国内法

事項的管 国際・国内法上 国際・国内法上 国際・国内法上 国際・国内法上 国内法上の犯罪

轄 の犯罪 の犯罪 の犯罪 の犯罪

時間的管
1998年1月1日 1991年1月1日 1996年11月30日 1975年4月17日 2005年2月14日

以降 -2003年10月25 以降 -1979年1月6 +2004年10月l
轄

日 日 日以降

当該犯罪に最も 上級責任者＋最 元首相を含む22

人的管轄 なし なし
責任のある者 も責任のある者 人の殺害＋類似

（検察官の裁量） の重大なテロの

行為者

裁判部の
国際判事＞国内 国際判事＞国内 国際判事＞国内 国際判事く国内 国際判事＞国内

（セルビア人） （インドネシア 判事 判事 判事
構成

判事 人）判事

決定方法 単純多数決制 単純多数決制 単純多数決制 特別多数決制 単純多数決

検察の構
国際十国内（セ 国際十国内（イ 国際検察官のみ 共同捜査判事・ 国際十国内検察

ルビア人）検察 ンドネシア人） 検察官（国際＋
、目J_, 

成
官 検察官 国内）

出典：［竹村 2012]第1章第3節，［竹村 2013], [野口 2011]第1I章，「古谷 2004]第m-v章，
［望月 2009)第 1I章， [Nielsen2010)から筆者による作成。次のウェブサイトも参照。
http://www.trial-ch.org/ en/ resources/tribunals/introduction.html 

見られる。

ECCC設置の根拠法は，「特別法廷設置法」（以下，設置法と略）という国

内法である（国連とカンボジア政府とのあいだの協定［以下，合意文書と略］
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は総会決議）。ハイブリッド法廷設置の根拠法が国内法であるのはカンボジア

だけであり，他は国連安保理決議により設置された。

法廷の位置づけについては，シエラレオネとレバノンは国内裁判所に優越す

る独立した法廷（ハーグに設置）。他の 3つの法廷は国内裁判所の一部である。

ただし，コソボと東ティモールは国連PKOの管轄下にあり， ECCCだけが国

内の独立した裁判所である。

手続法については，レバノンだけが国内法だけを採用し，他の 4つの法廷は

国際法と国内法の両方を採用する。ただし， ECCCだけが国際法を間接適用

し，残りの 3つの法廷は国際法を直接適用する。

裁判部の構成については， 5つの法廷すべてが国際判事と国内判事で構成さ

れる。ただし， ECCCだけが国際判事よりも国内判事の数が多い。他の 4つ

の法廷はその逆（国内判事の方が多い）。裁判部の決定方法は， ECCCだけが

特別多数方式（ただし必ず 1人の国際判事の賛成がないと決定できない仕組

み）であり，他は単純多数決方式である。

ECCCが国際的要素よりも国内的要素に重点を置いた国内裁判所という前

例のない形態のハイブリッド法廷となった理由としては，① 政府（とくに人

民党）の権力基盤の維持と国内秩序の安定16).② 国の秩序と安定を脅かす国

際的介入に対する嫌悪などが考えられる17)0 

第2章修復的司法の側面
—民事当事者制度と集団的・道徳的賠償

2003年3月に締結された合意文書の前文によると，法廷設置の目的は，①

国際犯罪に責任を有する者の訴追と処罰（裁判），② 国民和解，安定，平和と

16) [四元 2006]59-60頁。

17) カンボジア政府クメール・ルージュ裁判対策特別委員会 (theCambodian 

Government Khmer Rouge Trials Task Force) (1999年8月の設置）の議長である

ソック・アン副首相は， ECCCの設置過程において，カンボジア政府が3つの原

則—① 正義の尊重と探求，② 平和，政治的安定と国民統合の維持，③ 国家主

権の尊重ー一ーにしたがって関与したとのべている [Sok2006] 28。
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表2-1 ECCCの裁判状況

裁判 の進捗状況

トウルスレン強制収容所（通称S-21)の元所長カン・ケック・イウ（通

称ドゥッチ）： 2010年7月26日，第一審で禁錮35年の判決。2012年2月3

日，上訴審で最高刑に相当する終身刑の判決。

①ヌオン・チア元民主カンプチア人民代表会議議長：（第 1事案） 2014年

8月7日，第一審で終身刑の判決。（第 2事案）同年10月17日以降，第

一審で裁判が進行中。

②キュー・サンパン元民主カンプチア国家元首：（第 1事案） 2014年8月

7日，第一審で終身刑の判決。（第 2事案）同年10月17日以降，第一審

で裁判が進行中。

③イエン・サリ元民主カンプチア外相： 2007年11月に逮捕され， 2011年以

降に他の被告人とともに裁判を受けるが， 2013年3月14日にプノンペン

の病院で死亡。

④イエン・チトリ元民主カンプチア社会問題相： 2012年9月13日，第一審

で無条件の釈放という判決（高齢化にともなう認知症が理由）。同年 9

月16日，上訴審で条件付きの釈放という判決（自宅に移動）。

民主カンプチアの元空軍司令官ソウ・メットと元海軍司令官メアス・ムッ

トの裁判：捜査段階。

地域レベルの 3人の幹部に対する裁判：捜査段階。

出典： ECCC公式ウ ェブサイト (http://www.eccc.gov.kh/en), [OS]I 2011]から筆者による作

成。

安全となっている 18)。前者の目的が応報的司法に相当し， 2006年に ECCCが

設置されて以降，裁判の進捗は，次のような状況である（表 2-1)。

後者の目的が修復的司法に相当する。この側面は，民事当事者制度と集団

的・道徳的賠償の導入という形式で ECCCに組み込まれている。以下，双方

の仕組みの特徴を，他のハイブリッド法廷や真実委員会との比較を通じて明ら

かにする。

1. 被害者参加制度の特徴—―ー民事当事者制度の仕組み

カンボジアの刑事法はフランスの影響を受けている。 2007年の刑事訴訟法も

18) この合意文書については， ［北村 2005] に所収の日本語訳を参照。
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フランス政府の支援で起草された19)。フランスの刑事訴訟法には被害者が一当

事者として刑事手続に参加し，賠償請求もできる制度が存在しており，それが

カンボジア刑事訴訟法にも導入された20)。そうした刑事手続に参加できる当事

者は「民事当事者」 (CivilParty) と呼ばれる。この仕組みが，国内法を援用

できる ECCCにカンボジア刑事訴訟法とは異なる形式で導入された。

(1) 民事当事者制度の導入過程21)

国連技術支援ミッションが前例（アドホック法廷やシエラレオネ特別法廷）

を適用すればよいと考えていたこともあり， ECCCは当初，民事当事者の役

割について何の準備もしていなかった。そのため，合意文書と設置法 (2001

年）はいずれも民事当事者の役割について定めていない。 ECCC設置の準備

段階で， 1999年に設置されたカンボジア政府クメール・ルージュ裁判対策特別

委員会が被害者の参加と賠償について提案した。そのため， 2004年の（改正）

設置法第36条は被害者を民事当事者とする規定を置いた。

ECCCの内部規則を起草する段階で，その草案 (2006年7月）に被害者が

聴聞に参加する（第89条），法律上の代理人の選出［一定の被害者集団の共通

代理人も想定］（第90条），賠償（原状回復，補償，リハビリテーションを含

む）の請求（第94条）が挿入された。コモン・ローに慣れ親しんだ ECCC裁

判官は，費用と時間の関係から民事当事者の完全な参加には反対し，他方で大

陸法の裁判官は， ECCCが国内法を適用することを要請していることから賛

19) カンボジア刑事訴訟法 (1993年）に与えたフランス刑事訴訟法の影響については，

［中山• 佐藤 1999] を参照。カンボジア刑事訴訟法 (2007年）の英文については，

次のウェブサイトを参照。 http://www.oecd.org/site/adboecdanti-corruptioninitia 

tive/ 46814242.pdf 

20) カンボジア刑事訴訟法における民事当事者の権利としては，捜査判事による捜査

活動を要求する権利（第134条），捜査段階に参加する権利（第137-138条），法律上

の代理人（弁護士）を持つ権利（第150条），証人を喚問する権利（第298条），（証

言が真実を主張する上で役に立たない場合には）特定の証人による証言に反対する

権利（第327条），被告人と証人に対する尋問（第 153条• 第325条），証拠の提出

（第334条），最終弁論の権利（第335条）などがある [Thomasand Chy 2009] 217。

21) [Jarvis 2014] 21-22を参照。
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成であった。2006年11月， ECCC規則委員会（全員が大陸法出身）に内部規

則の草案が提出される。そこでは，通常の民事当事者の活動（法律上の代理人，

賠償請求，差し止め請求を含む），そして賠償は損傷に比例すること，道徳

的・象徴的賠償だけが対象とされた。

2007年 6月に成立した内部規則では，その第23条で，「集団的・道徳的賠償」

(11項），その形態として (12項）「加害者の費用で適切なニュースや他のメ

デイアによる判決の公表」，「被害者のために意図されるあらゆる非営利の活動

またはサービスに資金を援助」，「その他の適切かつ類似の形態の賠償」が規定

された22¥

カンボジア刑事訴訟法における民事当事者は個人的賠償を想定しているが，

ECCCでは集団的・道徳的賠償のみとなった。その代わりに「検察官に対す

る支援」という目的に限って被害者が（検察や弁護士と同じ）完全な当事者と

して裁判の手続に参加できることを承認した。そうした妥協がなされた理由は，

① 被害者の数が膨大になる，② 被告人に賠償の支払い能力が欠如していると

想定されたことである23)。

内部規則が定める民事当事者の権利には，次のようなものがある。民事当事

者の主任共同弁護士 (CivilParty Lead Co-Lawyer) が内部規則の訂正を提案

できる（第 3条 1項），民事当事者の主任共同弁護士は自ら執行規則を作成す

ることができる （第4条 1項），民事当事者は （無償で）弁護士を持つ権利を

有する（第22条• 第23条），保護的措置を要請する権限（第29条），専門家を指

名する権利（第31条10項），民事当事者の主任共同弁護士は命令を通知できる

（第46条4項），予備捜査の期間中に捜査活動を要請できる（第55条10項），事件

の調書に完全にアクセスできる（第69条 3項），裁判において証人を喚問する

（第80条），民事当事者の主任共同弁護士は最終弁論を行うことができる（第94

条）。ECCCにおける被害者の参加モデルは，それが基礎とするフランスの民

22) 内部規則はこれまで 9回改正されているが，そのすべては， ECCCの公式ウェブ

サイトで閲覧できる。http://www.eccc.gov.kh/ en/ document/legal/internal-rules 
23) [野口 2011]442-443頁。
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事当事者制度よりも民事当事者により大きな権利を与えている。それは，犯罪

の範囲が国内法の下で考えられているものよりも相当に幅広いからである24)0 

(2) 国際法廷における位置づけ

従来，国際刑事法や法廷における被害者の地位については，大陸法系の職権

主義よりもコモン・ロー系の当事者対抗主義が採用されてきた。そのため，被

害者の地位は明記されないか，低いままであった。しかし，国際人権法の発展

にともない被害者の権利を国際的に高めていく動きが加速していった25)。

そうした動向を受けて，国際刑事裁判所は被害者の権利を初めて承認した国

際刑事法廷として画期的な意義を持つ26)。それは，国際法における被害者の権

利について「現時点における到達点を示している」27)と言われる。他方で，ハ

イブリッド法廷については，コソボ，東チィモール，シエラレオネがコモン・

ロー系の当事者対抗主義，カンボジア， レバノンが大陸法系の職権主義を採用

した。

こうした国際刑事法廷のなかで， ECCCにおける被害者の地位は，国際刑

事裁判所よりも高い（後者は部分的な当事者に対して，前者の「民事当事者」

は検察官や弁護士と同等の「完全な当事者」）。さらに，カンボジアと同じくフ

ランス刑法の影響を受けているレバノン特別法廷も「部分的な当事者」である。

その意味で， ECCCにおける「民事当事者」はこれまでの国際刑事法廷のな

かで被害者の地位を最も保障している（表2-2)。

(3) ECCC内部の被害者支援部門（被害者ユニット／被害者支援課）28) 

ECCCの設置以降，さまざまなカンボジア NGOが被害者参加を支援する

組織の設置を要求するロビー活動を行った。 2007年6月に内部規則が制定され

たことにともない， ECCC内部に被害者ユニットが公式組織として設置され

24) [Scully 2013] 34 7, footnote 267. 

25) [東澤 2008]第II章を参照。

26) [東澤 2008]228頁。

27) [古谷 2011]454頁。

28) [Herman 2013] 468-472を参照。
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表2-2 民事当事者の定義と参加の権利

国際刑事裁判所 カンボジア特別法廷 レバノン特別法廷

位置づけ 部分的な当事者 完全な当事者 部分的な当事者

・「対象」自然人と集団 ・「対象」自然人と集団 ・「対象」自然人のみ

（機関・団体など）） （法人など） ・「損害」身体的 ・物的・

・「損害」すべての損害（身 ・「損害」身体的 ・物的・ 精神的損害，直接的損害

定義
体的・物的・精神的を含 精神的損害，直接的損害 ・「範囲」法廷の管轄内の

む），直接的・間接的損害 ・「範囲」法廷の管轄内の 犯罪（テロ行為），犯罪の

・「範囲」 ICCの管轄内 犯罪，集団的かつ道徳的賠 直接的な結果生じた損害

の犯罪犯罪の結果生じた 償の基礎となるような犯罪

損害 の直接的な結果生じた損害

起訴前 （部分的な）参加の権利あり 完全な参加の権利あり 参加の権利なし
（捜査段階）

公判 （部分的な）参加の権利あり 完全な参加の権利あり 完全な参加の権利あり

賠償 個人的・集団的賠償 集団的・道徳的賠償のみ なし

出典：［竹村 2013), [野口 2011), [東澤 2008), [古谷 2011]から箪者による作成。

た。その任務（内部規則第12条）は，法廷代理人の名簿の作成と保管，苦情申

立て・民事当事者の申請における被害者支援，被害者と法廷代理人への情報の

提供，被害者と民事当事者の参加を促進，被害者に関するアウトリーチにおけ

る「公共問題班」29)への支援などである。

2007年 2月に部門長（カンボジア人），同年11月に副部門長（外国人）が任

命された。しかし，当初は資金不足とスタッフの不十分な能力から活動が限定

された。 ドイツ技術協力庁からの支援 (2008年11月）により，スタッフの増員

と活動が拡充される。組織の内部に 2つの部門（法廷代理人部，民事当事者申

請のためのアウトリーチ）を設置した。その甲斐があって，特に2009年の後半

以降，活動が軌道に乗るようになった。

29) 公共部門班は， ECCCの事務局内に設置された， ECCCや裁判についての情

報を普及することを任務とする組織である（内部規則第 9条 4項）。次の ECCC

公式ウェブサイトを参照。 http://www.eccc.gov.kh/ en/ office-of-administration/ 

public-affairs 
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2010年 2月の内部規則改正により，被害者ユニットから被害者支援課へ名称

が変更された。同年後半，道徳的・集団的賠償のための基金プロジェクトの開

発を目的とする非ー司法的措置を実施することが決定される。同年12月， 3年

間の戦略（新しい傾向一一訴訟手続における被害者の参加の増大，アウトリー

チ活動，賠償と非一司法的措置ー一に対処するためのロードマップ）が策定さ

れる。

2010年6月に部門長が退職し， 10月に新しい部門長が任命されるまでの期間

（暫定期間）に，新たしいアウトリーチ調整官が採用され，より包括的なウェ

ブサイトが登場した。 2011年 3月，被害者支援課と関連するステークホルダー

（政府機関と NGO) との協働によるプロジェクトの見取り図が発表された。

2011年と2012年にかけて，被害者支援課は，次のような活動を行った。アウ

トリーチ活動として， ECCCの活動成果と NGOの活動を伝える質の高い情

報を掲載するニュースレター（英語とクメール語），速報，新聞記事などを配

布した。法廷の進捗状況と事件の進展について学習するために，地域フォーラ

ムやワークショップを開催した（毎回250から350人の民事当事者が参加）。民

事当事者や法廷代理人と賠償について話し合うために面談した。 ECCC関係

者や市民社会組織と裁判の進展について議論した。他の民事当事者に情報を伝

える，被害者の参加を促進するために，民事当事者の代表にトレーニングも

行った。さらに，法廷に10人の民事当事者の傍聴席を配置し， 1回25人の民事

当事者を法廷に招待し観客席で裁判を見学する措置をとった。また，アウト

リーチ活動，非ー司法的措置，民事当事者の活動に関しで情報を伝えるために

スタッフを遠隔地に派遣した。

ECCCと被害者を結びつける結節点の役割が期待された被害者支援の活動

（特に情報を普及するアウトリーチ活動）は，さまざまなローカル NGOが先

行し，後には ECCCの被害者ユニット／被害者支援課との協働で実施される

ようになった30)。こうした活動自体が， ECCCが備える修復的司法の側面で

30) ローカル NGOによる被害者支援の具体的事例に関しては，［阿部 2005],

[Sperfeldt 2012] を参照。
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もある。

(4) 民事当事者制度の手統31)と実態

被害者が民事当事者の資格を得るためには ECCCに申請をする必要がある。

内部規則第23条 1項に規定される民事当事者の定義に沿って，申請者の当否が

判断される。認定された民事当事者は，「被害者団体 (VictimAssociation)」32)

に所属することを通じて権利行使することが求められ，裁判所は複数の被害者

が集団を形成して共同の弁護人を付けることを要請できる。民事当事者は訴訟

手続と賠償請求を集団で行うことが求められた（内部規則第23条）。

当初， ECCCは民事当事者が裁判のすべての段階に参加することを承認し

た。しかし，第 1事件の第一審が進行する最中に，民事当事者が被告人と専門

家を尋問する権利と判決に対して意見を表明する権利が拒否され，さらに従来

は捜査期間中であれば何時でもできた民事当事者の申請が15日間だけに制限さ

れた (2009年8月27日）33¥ 

その後 2010年2月に内部規則が改正されると，公判が開始して以降，民事

当事者は集団を形成し，民事当事者の主任共同弁護士が法廷の選任した法律上

の代理人（カンボジア人 1名，外国人 1名）を統括し，個々の民事当事者の法

31) 民事当事者制度の手続については， ［野口 20ll]442-443頁，［竹村 2012]71-75 

頁を参照。

32) 被害者団体の事例としては， 2004年フランスにおいて結成された「カンボジアの

ための正義」（クメール・ルージュの被害者の権利の促進，特に裁判への支援と代

理），カンボジア国内では，テアリー・セン（著名な女性人権活動家，第 2事件の

最初の民事当事者，後に辞任）が結成した「カンボジアにおけるクメール・ルー

ジュ被害者団体 (TheAssociation of Khmer Rouge Victims in Cambodia)」，

S-21の生存者であるチュム・メイとボウ・メンが中心的メンバーである「Ksaem

Ksan (民主カンプチアの被害者団体）」（民事当事者の参加を促進，精神的・物質

的支援や生活状況の改善，情報の普及，特に次恨代への歴史教育）などがある

[Jarvis 2014] 23-24。
33) [Ahmed and Petit 2010] 174. ソコルは，この第一審判部による決定が内部規

則第23条6項(a)と第90条，設置法第26条，合意文書第12条，カンボジア王国憲法第

52条だけでなく， ECCCの目的（国民和解の促進）にも違反するとのべる [Sokol
20ll]。
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律上の代理人がこれを補佐することになった。基本的には，この民事当事者共

同代理人が単一の集団的・道徳的賠償を申請する（内部規則第23条3項）。そ

して，民事当事者の適格を捜査段階においてだけ争うことにした。この改正の

背景には，① 被害者の増大が予想される，② 手続の長期化を抑制したいとい

う目的があった34¥

2010年9月の内部規則改正により，従来の賠償方法である被告人に対する賠

償命令に，民事当事者の主任共同弁護士が被害者支援課と協力して，必要な外

部資金を調達して特定の損害賠償計画を法廷に提出し，法廷がこれを承認する

という方法を加えた。そこには，① 無資力の被告人が外部資金を調達して損

害賠償を実施できる，② 国内裁判所で民事執行の手続が不必要となる，とい

うメリットが考慮された。

こうした民事当事者の手続により，第 2事件までに8000人以上もの人びとが

法廷に苦情を申し立てた。第 1事件では， 90人の民事当事者だけが公判に参加

し， 22人が法廷で証言を行った。第2事件では，被害者支援部門と中間団体

(NGOなど）の強力な情報の普及により， 3988人の申請者があり， 3850人が

民事当事者として承認された。第3事件については，申請の時間と情報が不十

分であったこともあり，第4事件の178人を含む318人の被害者が民事当事者の

申請を行い (2011年5月9日から18日）， 2人はその地位を拒否された35¥

このように，民事当事者の裁判に参加する権利について， ECCCは参加者

の数の増大と迅速な裁判の進行とのあいだに均衡を取ろうと苦慮してきた。後

者に重点を置くことヘシフトしたことが，結果的に民事当事者の権利を部分的

に制約することになった。

34) 2010年 2月の内部規則改正に対して，① 弁護士と民事当事者の関係 （共同代理

人は民事当事者個人に対する義務はない，共同弁護人と個人弁護人とのあいだの対

立を解決する仕組みがない，公判段階には弁護人を自由に選べないなど），② 民事

当事者の参加の権利の弱体化（公判手続については民事当事者として扱われるか否

かが不明確，共同弁護人を通じてその権利が行使される）といった批判がある

[Diamond 2011] 43-4 7。

35) [OSJI 2011] 15. 
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2. 賠償措置―集団的・道徳的賠償

(1) 他の裁判所との比較（表2-3)

国際刑事裁判所は被害者の権利として個人的・集団的賠償を承認している。

他方で， ECCCは集団的・道徳的賠償だけを認めている。また， ECCCはハ

イブリッド法廷のなかで初めてかつ現在のところ唯一 「集団的・道徳的賠償」

を認めており，国際刑事法廷のなかでも唯一 「道徳的賠償」を認めている。

今日まで集団的賠償を最も充実して具体的に承認している裁判所は，米1'1-1人

権裁判所である。国際刑事裁判所は，個人的賠償が原則であり，適切な場合に

は集団的賠償もなされる（規則第97条2項）。集団的賠償は個人的賠償の補足

という位置づけである。賠償の形態は「原状回復，補償，リハビリテーショ

ン」（規程第75条 1・2項）という規定である。しかし，裁判所の判例からは，

その 3つに留まらず，「満足」や「再発予防」に分類される賠償の形態（記念

碑の設置や人権教育）も採用してきている。これは，「本条のいかなる規定も，

被害者の国内法上又は国際法上の権利を害するものと解釈されてはならない」

（規程第75条 6項）を適用したものである。

米州人権条約は個人的賠償だけを規定する。しかし，米1'1-1人権裁判所は賠償

の形態（①権利・自由の侵害を構成した措置・状況の是正，② 公正な賠償）

を柔軟に解釈して，コミュニティに対する賠償や社会全体への賠償へと拡大し

てきた。その上，金銭的賠償以外にも，原状回復， リハビリテーション，満足，

再発防止の保障へと賠償の内容を拡充してきた。

ECCCは集団的・道徳的賠償だけを対象とする。先述したように，内部規

則第23条12項は，賠償の形態として， ① メデイアによる判決の公表，② 非営

利な活動やサービスの提供，③ 他の適切かつ類似の形態という 3種類を定め

ている。これまでの ECCCによる判決では，次のような集団的・道徳的賠償

についての判決が出されている。

第 1事件においては，民事当事者集団それぞれとそれらの合同による賠償請

求がなされた。合同請求の内容は， ① アウトリーチ，出版そして情報の普及，

② 医療ケア，③ 教育プログラム，④ 記憶についての 4点であった。しかし，
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表2-3 集団的賠償の規定と具体例

国際刑事裁判所 米1-1-1人権裁判所 カンボジア特別法廷

規則第97条2項 米州人権条約63条1項 内部規則第23条11項

集団的賠償は個人的賠償 個人的賠償のみ 集団的・道徳的賠償のみ

（規程第75条）の補足

原状回復，補償，リハピリ ① 権利・自由の侵害を構 ① メデイアによる判決の

テーション（規程第75条 成した措置・状況の是正， 公表② 非営利な活動や

1・2項） ② 公正な賠償 サービスの提供，③ 他の

適切かつ類似の形態（内部

規則第23条12項）

①記念碑の設置，②被害 ① コミュニティヘの賠償 第1事件

者をコミュニティに統合す （健康・居住・教育プログ ① 事当事者と被害者の名

る心理学的リハビリテー ラム，医療サービスや精神 前を判決文に含める。②

ション・プログラム，③ 的なリハビリ，判決文のコ 公的謝罪と責任を自認する

人権意識向上，④ 教育プ ミュニティ言語への翻訳， 記録の収集と公表。

ログラム，⑤ コミュニ 記念碑の建設，先住民族の 第2事件

ティ開発基金の設立。 土地に対する権原と原状回 記憶と記念（記憶の日の設

復への措置，環境アセスメ 定，記念碑の建設）。② 被

ントの導入など）。② 社会 害者のセラピーと心理学的

全体への賠償（公的謝罪や 支援（証言セラビー， リハ

責任の公的自認，判決文の ビリのための自助集団の設

普及，公務員の人権教育な 置）。③ 文書の収集と教育

ど）。 （常設展示，移動展示，教

員マニュアルに強制移住の

歴史を含める，平和学習セ

ンターの設置，裁判過程を

説明するブックレットの刊

行，判決文の公刊と配布，

民事当事者の名前を

ECCCのウェブサイトに

掲載）。

出典：［柏木 20ll], [齋藤 2014], [束澤 2008], [古谷 20ll], [Aubry and Henao-Trip 2011], 

[Herman 2013], [Jarvis 2014], Case 002/01 Judgement (http://www.eccc.gov.kh/sites/ 

default/ files/ documents/ courtdoc/ 2014-08-07%2017:04 /£313_ Trial %20Chamber%20Judge 

ment%20Case%20002_01_ENG.pdf)から筆者による作成。

ECCCの判決は，① 66人の民事当事者と死亡した家族の名前を公刊，② 加

害者の謝罪声明の収集，出版，普及だけという限定的なものであった。民事当
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事者，法廷代理人などがこの限定的な賠償命令しか出さなかった判決を批判す

る。その結果， 27頁の謝罪声明が 1万部配布され，新聞・ウェブサイト・ラジ

オ・テレビでも公表された36¥

第2事件では，民事当事者の共同法廷代理人は，次のような13項目の賠償に

関する要望を出した。① 国の祝日として記憶の日を設定，② 公的な記念碑の

建設，③ 強制的避難の犠牲者に敬意を示す記念碑の建設，④ フランス在住の

民事当事者ために記念碑を建設，⑤ 証言セラピー，⑥ トラウマのリハビリ

テーションを行う自助集団の設立，⑦ クメール・ルージュ時代の歴史を伝え

る常設展示の設置，⑧ クメール・ルージュ時代の歴史と移行期正義を探求す

る移動展示会と教育的イニシアティブ，⑨ 高等学校でクメール・ルージュ時

代を教える教員向けのマニュアルに強制移動の章を新たに含めること，⑩ コ

ミュニティ平和学習センターの設置，⑪ 第 2事件第 1事案の裁判過程と民事

当事者の参加制度を説明するブックレ ットの刊行，⑫ 第2事件第 1事案の判

決文の公刊と配布， ⑬ 第2事件に参加した民事当事者の名前を ECCCのウェ

ブサイトに掲載。第2事件第 1事案に対する判決で，第一審判部は13項目の要

望のなかから，記憶と記念（①と②），被害者のセラピーと心理学的支援（⑤

と⑥），文書の収集と管理および教育（⑦から⑬） 11項目を承認し，②と④に

関しては不十分な情報と予算の未確定という理由から承認しなかった37¥
具体的には，例えば， 2014年8月より「平和のための青年」というカンボジ

アの NGOに委託して移動式展示プロジェクト（クメール・ルージュ体制下で

の強制移動に関する展示と被害者の語りなど）が実施された38)。また， 2013年

9月から2014年12月にかけて「トランスカルチュラル・サイコロジカル協会カ

ンボジア」という NGOは，民事当事者が抱えるトラウマの癒しとコミュニ

36) [Herman 2013] 466-467. 

37) Case002/0l Judgement, http:/ /www.eccc.gov.kh/ sites/ default/files/ documents/ 

courtdoc/2014-08-07%2017:04/E313_ Trial%20Chamber%20Judgement%20Case%20 

002_01_ENG.pdf, p. 602-620. 

38) Khch Naren, Khmer Rouge Victims Get Exhibit as Part of Reparations, The 

Cambodia Daily (November 22, 2014). 
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ティにおける和解を促進するプロジェクトを実施した39)0 

(2) 真実委員会との比較

このように，国際刑事法廷のなかで， ECCCだけが道徳的賠償を法規とし

て明確に定めて承認している。この道徳的（象徴的）賠償については40), これ

まで主として真実委員会の勧告によって実施されてきた（表2-4)。

先述したように， ECCCが承認してきた集団的・道徳的賠償は，大別して，

① 記憶と歴史，② 社会サービスの提供に分類できる。これは，真実委員会の

勧告によって出された集団的賠償の内容と概ね重なる。しかし， ECCCにと

りわけ特徴的な内容は，（クメール・ルージュ時代の）歴史（および記憶）の

共有と教育に関する点である41)。これは，集団的・道徳的賠償に，歴史の教育

という新たな内容が付け加わることを意味する点で，大きな意義を有する。

ECCCによる今後の決定次第では，真実委員会の勧告以上の充実した歴史と

記憶ーー特に広い意味での歴史の教育 に関する集団的・道徳的賠償がなさ

れる可能性がある。

真実委員会とハイブリッド法廷の両方を設置した国（東チィモールとシエラ

レオネ）は，双方の組織がそれぞれ独自の役割を果たしてきた。しかし，

ECCCは集団的・道徳的賠償だけを被害者の権利として保障したことから，

ハイブリッド法廷と真実委員会の機能を法的にも現実的にも併存して果たして

いる。その意味で， ECCCは「真実委員会の機能を本格的に組み込んだ初め

39) トランスカルチュラル・サイコロジカル協会カンボジアのウェブサイトを参照。

http://tpocambodia.org/index.php ?id =207 

40) 道徳的賠償については，［宇佐美 2004]14-17頁の分類を参照（「回復的」と「記

念的」，金銭的と非金銭的賠償，それぞれに「個別的」，「共同対的」，「国民的」な

賠償がある）。そのなかで道徳的賠償に関連するのは「回復的ー非金銭的一個別的」

賠償（名誉回復 ・葬俵と埋葬），「記念的ー非金銭的一共同体的・国民的」賠償（道

路の再命名・記念碑建立・記念日創設）である。

41) 民事当事者による賠償請求にも記憶の保存と歴史の教育が含まれているが，この

背景には，クメール・ルージュ時代の歴史が学校においても教えらず，人びとのあ

いだに共通の歴史が共有されてこなかったことがある [Scully2013] 338-339。そ

の他，その時代を直接に経験した加害者と被害者の減少と高齢化などが考えられる。
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表2-4 真実委員会による集団的・道徳的賠償

名 称 集団的・道徳的賠償の具体的事例

チリ ① 拷問の被害者に対する集団的セラピーの実施，② 被害者の

真実和解委員会 公的認知

エルサルバドル ① 記念碑の建設，② 被害者の公的認知，③ 被害者を記念す

真実委員会 る国民の祝日の制定

グアテマラ ① 記念碑と公園の建設，② 公共の建物と高速道路に犠牲者の

史実究明委員会 名前をつける，③ コミュニティの墓地を設置

ペルー
① 軍事紛争の影響を受けたコミュニティに対する賠償（特に

真実和解委員会
社会的弱者の被害状況，コミュニティの経済状況と人口を考

慮），② 写真とポスターの展示会

チャド
① 記念碑の建設，② 被害者のための祈りと黙とうの日を制定，

調査委員会
③ 人権侵害を象徴する場（地下刑務所）を記憶の博物館へと

転用

① 組織的な人権侵害を受けたコミュニティに対するリハビリ

南アフリカ テーション・プログラム。② 特定の集団（政治的暴力，避難

真実和解委員会 民など）に対する特別プログラム，③ 記念碑の建設と記念日

の制定，④ 公的謝罪

ガーナ ① さまざまな記念碑の設置

国民和解委員会 ② 特定のコミュニティヘの賠償（市場の設置）

シエラレオネ 紛争地であったコミュニティの制度の再建

真実和解委員会

モロッコ
① 旧拷問センターがある場所のコミュニティに対する社会開

発プログラムの提供，② 旧拷問センターを記憶の場として転
公正和解委員会

用

リベリア コミュニティ開発プロジェクト（教育，健康，インフラなど）

真実和解委員会

① 重大な人権侵害を受けたコミュニティに対する緊急の集団

東チィモール 的措置のためのパイロット計画，② 性的暴力を受けた女性に

受容真実和解委員会 対するリハビリやセラピーのプログラム，③ 写真とポスター

の展示会

出典：［角田・木村 2015a], [ヘイナー 2006], [Aubry and Henao-Trip 2011], [Limon and 

No1mann 2011]から箪者による作成。
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てハイブリッド法廷」である。言い換えると，法的正義（刑事処罰）と社会正

義（真実の探求，集団的・道徳的賠償そして再発防止の保障による和解）を融

合したハイブリッド法廷であると言うことができる42)。

ECCCは， 30年以上も前の大規模な国際犯罪を対象とし，大陸法の伝統を

持つカンボジアという独自の特徴を有する国において設置された初めての国際

刑事法廷である。そのため， ECCCは重大な人権侵害の指導者を訴追するだけ

でなく，民事当事者という形式での被害者の参加や集団的・道徳的賠償による

真実の探求，再発防止の措置といった和解を促進する要素を大きく取り入れた。

これは，応報的司法を中心とする国際刑事法廷に，修復的司法を大胆に組み込

もうとする挑戦であると見なすことができる。その意味で， ECCCは「1人分

の価格で 2人分を得る」43)モデルのハイブリッド法廷である。従来の国内的要

素と国際的要素の併用に加えて，応報的司法と修復的司法を同時に実現しよう

とするハイブリッド性において，それは新生代の国際刑事（あるいはハイブ

リッド）法廷の先駆的事例と位置づけることが可能である。

第3章 移行期正義に対する意識と評価

マックグルーは， ECCCが設置される以前においてなされたカンボジア人

の移行期正義に対する意識調壺について，次のように要約している44)。第 1に，

ほとんどのカンボジア人はクメール・ルージュの指導者だけの裁判を望んでお

り，その多くが国際法廷を好んでいる。第 2に，ほとんどすべての調査応答者

が真実を知りたがっている。ただし，おそらく情報不足のために，真実委員会

を提案した者はほとんどいない。第 3に，（犯罪が行われてから30年もの）時

間が経過したこともあり，移行期正義メカニズムの結果として平和が配当され

ることに関心を持つ者がほとんどいなかった。第4に，恩赦については，大多

42) ECCCは， 4つの正義の柱ー一真実，説明責任，被害者の回復，和解―を同

時に組み込もうとする国際法廷を構築する第一歩であると指摘されている [Jasini

and Phan 2011] 386-387。

43) [Mcgonigle 2009] 128, 148-149. 

44) [McGrew 2006] 142-143. 

- 161 - (843) 



関法第65巻第3号

数の人びとによって受け入られなかった。民事制裁については，高い割合で望

む声が多かった。賠償について最初は好ましいと思われていなかったが，人権

団体による会議などによってその概念が促進されることで，積極的な意見が増

えた。罪の告白，謝罪そして赦しについては意見が混在していた。第5に，カ

ンボジア人は一部のクメール・ルージュの指導者によってなされた誠意のない

謝罪に好感を抱いていない。一部の者は赦すことができると感じているけれど

も，ほとんどのカンボジア人は（過去の経験を）忘れたくない。そして，カン

ボジア人は和解がカンボジアにとって重要な目標であると感じており， 一部の

者は裁判や他のメカニズムがその過程に役立つことができると感じている。第

6に，クメール・ルージュの時代に破壊された信頼の再構築が，重要な目標と

して考えられている。

本章では以下， 2006年に ECCCが設置され，裁判が進行するにつれて，こ

うした移行期正義に対するカンボジア人（被害者や民事当事者を含む）の意識

がどのように変化あるいは変化しなかったのか，さらに ECCCに対する評価

について確認する。そのために， 2つの調査を参照する。第 1は，カリフォル

ニア大学バークレー校人権センターが行った 2回の調査である。 1回目は，

2008年 9月9日から10月1日にかけて1000人のカンボジアの成人 (18歳以上）

に行ったサンプル調査（以下，第 1次調査と略）である。 2回目は， 2010年12

月の約20日間に1000人のカンボジアの成人 (18歳以上）に行われたサンプル調

査（以下，第 2次調査と略）。第 2は，カンボジアで最初に設立された人権

NGOである「カンボジア人権開発協会」 (CambodianHuman Rights and 

Development Association : ADHOC)が， 2011年 5月に21日間をかけて，第

2事件で自ら支援した1058人の民事当事者のなかから（そのリーダー的存在と

して訓練された120人の民事当事者代表を含む） 414人を対象にして行った聞き

取り調査である （以下， ADHOC調査と略）。

この 2つの調査は重なる質問内容が多く，裁判の経緯にしたがって人びとの

意識の変化を比較しやすい。第 1次調査は第 1事件の裁判が行われる以前に，

第 2次調査は第 1事件の第一審で有罪判決が出された半年後に実施された。
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ADHOC調査は第 2事件の審理が行われる直前になされ，民事当事者だけを

対象とした点に特徴がある。

1. クメール・ルージュ休制に関する知識と態度

クメール：ルージュ体制に関する知識については，クメール・ルージュ体制

を直接経験した者とそうでない者では，知識の欠如率が倍以上異なる。前者の

方が後者よりも当然にその時代の知識を有している。しかし， ECCCの裁判

が進行したとしても，両者ともに知識量が増えたわけではないことを，調査は

示している（表3-1)。

表3-1 クメール・ルージュ体制に関する知識の欠如

第1次調査 第2次調査

経験者 37% 36% 

未経験者 81% 80% 

出典： [Phuoug et al 2011) 31より筆者の作成。

クメール・ルージュ体制に関する知識については十分な知識がないがゆえに，

それに反比例するように，その時代についての真実の探求，教育，記録化，調

査の必要性が，裁判の進行とともに増大している。さらにそうした真実の探求

が和解とトラウマの克服に寄与するとカンボジア人が感じていることが見て取

れる（表3-2)。

暴力に責任のあるクメール・ルージュの元構成員に向けた態度については，

彼らに対する憎しみや復讐心が少し和らいできた傾向がある（表3-3)。ただ

し， 日常生活において彼らに対する態度については，ほとんど変わっていない。

具体的には，「居心地が悪い」事例として，「同じコミュニティで暮らす」（約

5割），「家族の一員として暮らす」 (5割），「子どもの婚姻」（約 5割），「居心

地が良い」事例として，「同じ寺院に行く」（約 3割），「子ども同士が同じ学校

に通う」（約 3割）となっている45)。

注目すべきことは，和解の理解について劇的に変化したことである。第 1次

45) [Phuoug et al 2011] 33. 
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表3-2 クメール・ルージュ体制に関する真実の探求

第 1次調査 第2次調査

クメール・ルージュ体制下で起きたことについて真実を見
85% 93% 

出す必要がある→ 「はい」

クメール・ルージュ体制下で起きたことについて真実を知
64% 81% 

ることなく和解をすることができない→ 「はい」

クメール・ルージュ体制下で起きたことの真実について学
74% 79% 

習することは遅きに失する→ 「いいえ」

愛する人に起きたことを知ることがなければ，人びとはよ
64% 83% 

り良い感情にはなることができない→ 「はい」

クメ ール・ルージュ体制下で起きたことを文書化した歴史
81% 86% 

記録は必要ない→ 「いいえ」

私たちは起きたことをすでに知っているのでクメール・

ルージュ体制下で起きたことについてさらなる調査をする 65% 77% 

必要はない→ 「いいえ」

出典： [Phuoug et al 2011] 31より筆者の作成。

表 3-3 暴力に責任のあるクメール・ルージュの元構成員に向けた態度

第 1次調査 第 2次調査

暴力に責任のあるクメール・ルージュの元構成員に憎しみ
83% 81% 

の感情がある→ 「はい」

暴力に責任のあるクメール・ルージュの元構成員に復讐を
37% 39% 

したいか？→ 「はい」

機会があれば，クメール・ルージュに関して復饂をしたい
40% 35% 

か？→ 「はい」

暴力に責任のあるクメール・ルージュの元構成員が傷つい

たり，悲惨な目に合ったりすることを見たいか？→ 「は 72% 68% 

い」

クメール・ルージュの最高指導者を赦したか？→ 「はい」 36% 36% 

出典： [Phuoug et al 2011] 33より箪者の作成。

調査では，「暴力と紛争がない状態」 (56%), 「和合・ともに暮らす」 (33%) , 

「相互のコミュニケーションと理解」 (9%)の順で多かった。しかし，第 2
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次調査では， 1番目が15%と激減し， 2番目が54%と最も高く， 3番目が38%

と急増した（表 3-4)。さらに，第 2次調査では，「相互の思いやり」が38%

に達した。

表 3-4 和解の意味

第 1次調査 第2次調査

暴力と紛争がない状態 56% 15% 

和合・ともに暮らす 33% 54% 

相互のコミュニケーションと理解 9% 38% 

出典： [Phuoug et al 2011] 33より箪者の作成。

この変化の背景には， 90人ほどの民事当事者が参加した第 1事件で被告人に

初めて終身刑の判決が出されたことで， ECCCという司法による紛争の解決

を現実に目の当たりにしたこと，そして現実の生活ではクメール・ルージュの

元構成員と過去のわだかまりを乗り越えて暮らさなければならないことが改め

て現実の課題として意識化されてきたことが考えられる。

2. ECCCに対する知識，認識そして態度

ECCCの認知度と正しい知識については，裁判の進行につれて漸進的にで

はあるが増大している。ただし，第 2次調査の時点でも， 25%の応答者が

ECCCについて知らず，裁判にかけられる被告人の人数と名前を正確に知ら

なかった（表3-5・6)。

司法の政治化，行政による統制，そして裁判に付きまとう汚職や賄賂によっ

て46), 一般的にカンボジア人の司法に対する信頼感は弱い。そうした司法への

不信が蔓延する状況において， ECCCの中立性と裁判官の公平を感じている

割合が上昇していることは特筆すべきことである。また，民事当事者の方がそ

うした感覚を強く持っている（表3-7)47¥

46) この点については， [Subedi 2011] 254-255を参照。

47) ADHOC調査は民事当事者と民事当事者代表のデータを表記しているが，本／
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表 3-5 ECCCの認知

第 1次調査

知らない 39% 

少しは知っている 46% 

なかり知っている 15% 

出典： [Phuoug et al 2011) 21より筆者の作成。

表 3-6 ECCCの知識

第 1次調査

法廷の混合的性格を正しく知っている 53% 

裁判する者の人数を正しく知っている 10% 

裁判する者5人の名前を正しく知っている 3% 

出典： [Phuoug et al 2011] 23より籠者の作成。

表 3-7 ECCCに対する一般的認識

第 2次調査

25% 

50% 

25% 

第 2次調査

67% 

11% 

11% 

第 1次調査 第 2次調査 ADHOC調査

ECCCが中立であると思うか？→ 「はい」 67% 75% 87% 

ECCCの裁判官は公平あるいは不公平のど
67% 79% 87% 

ちらであると思うか？→ 「公平」

ECCCはクメール・ルージュ体制下で起き
87% 83% 

たことに対処すべきであるか？→ 「はい」

出典： [Phuoug et al 2011) 26, [Krichenbauer et al 2013) 32-33より筆者の作成。

ECCCが被害者に正義をもたらし，カンボジア人のあいだに信頼をもたら

し，国民の和解を促進することも，第 1事件の判決を通じて確実に実感されて

いる。また，民事当事者の方がそうした実感を持つ傾向がきわめて高い（表

3-8)。ただし，被害者に正義をもたらす割合がさほど上昇していないのは，

後述するように，カンボジア人のあいだに正義の認識に多様性があるからであ

ると思われる。

＼稿では併記しない限りすべて両方のデータを足して割った数字である（小数点を四

捨五入）。
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表 3-8 第 1事件第一審判決の影響

第 1次調査 第 2次調査

ECCCはクメール・ルージュの被害者とそ
74% 76% 

の家族に正義をもたらす→ 「はい」

ECCCはカンボジア人のあいだに信頼を構
71% 82% 

築することに役立つ→ 「はい」

ECCCは国民和解を促進することに役立つ
67% 81% 

→ 「はい」

出典： [Phuoug et al 20ll] 29, [Krichenbauer et al 2013] 32より筆者の作成。

ADHOC調査

96% 

93% 

93% 

「ECCCはクメール・ルージュの犠牲者および／またはその家族に肯定的と

否定的，いずれの影響を与えると思うか？」という質問に対して，「肯定的」

が68%から76%に増加し，「否定的」が11%から 9%に減少した48)。それぞれ

の理由については，次のようになっている（表3-9。表の上3つが「肯定的」，

下3つが「否定的」）。肯定的理由に，第 2次調査で「真実の発見」が減少した

と思われること（数字が記されていない），他方で「正義をもたらす」が飛躍

的に増大した（その裏返しとして，否定的理由で「正義をもたらさない」が減

少した）ことが，注目に値する。

表3-9 肯定的・否定的な理由

第 1次調査 第2次調査

犯罪の加害者が刑事施設に収容される 37% 32% 

被害者に対して真実を発見する 35% 

正義をもたらす 2% 37% 

被害者に正義をもたらさない 22% 15% 

遅すぎる（指導者が死亡する） 16% 15% 

被害者に過去を思い出させる 24% 

出典： [Phuoug et al 2011] 29-30より筆者の作成。

カンボジア人の正義に関する認識は法的正義だけでなく社会正義も含み，多

種多様である。ECCCが被害者に与える肯定的・否定的理由と同じように，

48) [Phuoug et al 2011] 29. 
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裁判の進展にともない，修復的正義よりは応報的正義についての認識が増大し

てきている（表3-10)。この点にも， ECCCの影響を見て取ることができる。

表 3-10 正義の認識

第1次調査 第2次調査 ADHOC調査

真実の解明／確立 43% 7% 

公 平 37% 71% 63% 

既存の法律の執行と尊重 15% 24% 21% 

誰が善悪かを知ること 9% 25% 24% 

定義できない 13% 

出典： [Phuoug et al 2011] 29, [Krichenbauer et al 2013] 19-20より筆者の作成。

3. 賠償措置

被害者を救済する措置については，第 1次調査では「農業への支援」が，第

2次調査では「社会サービスの促進」が第 1位であった。「正義（加害者の処

罰＋裁判）」は10%以上増大していることが特に目立つ（表3-11)。この点も，

第 1事件の第一審判決が影響を与えたと思われる。この傾向は，民事当事者に

とっても同じである。民事当事者によって「社会サービス」の優先事項は，

「健康サービス」 (19%), 「メンタル・ヘルス」 (15%), 「基本的ニーズ」

(15%)の提供である。

表3-11 被害者への措置

第 1次調査 第 2次調査 ADHOC調査

農業への支援 26% 25% 

社会サービスの促進 23% 33% 49% 

金銭的支援 22% 25% 30% 

正義（加害者の処罰＋裁判） 19% 31% 40% 

謝 罪 3% 3% 

出典： [Phuoug et al 2011] 35, [Krichenbauer et al 2013] 38-39より箪者の作成。

賠償の方法としてはコミュニティ全体に賠償する形態が群を抜いて多く，そ

の割合も少なからず増大している（表3-12)。その理由としては， ECCCが
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表 3-12 賠償の方法

第 1次調査 第 2次調査

11% 8% 

コミュニティ全体 68% 73% 

両 方 21% 19% 

出典： [Phuoug et al 2011) 36, [Krichenbauer et al 2013) 39より筆者の作成。

ADHOC調査

12% 

68% 

20% 

集団的・道徳的賠償しか法的に認めていないことがより知られるようになって

きたことが考えられる。そして，クメール・ルージュ体制下で破壊されたコ

ミュニティ （とその人間関係）を修復すること（クメール・ルージュの元構成

員との和解）が，裁判の進行を通じて現実の課題として認識されてきたことが

大きい。

カンボジア人が望む集団的・道徳的賠償は，社会・経済に関する内容と記

憶・歴史に関する内容に分類することができる。当初は前者に重点が置かれて

いたが，裁判の進行とともに後者に比重が置かれるようになってきた。特に，

「記念碑」の設置と「公的イベント」の開催については急増している。この傾

向は民事当事者により強く， とりわけ「博物館」の設置については突出してい

る（表 3-13)。これは，第 2章で見たように，第 1事件の判決で認められた

表 3-13 賠償の種類

第 1次調査 第 2次調査 ADHOC調査

社会サービス 20% 27% 31% 

インフラの整備 15% 8% 

経済開発プログラム 12% 

記念碑 10% 47% 67% 

記念日 5% 6% 

公的イベント（埋葬など） 5% 34% 21 % 

博物館 4% 31% 

映画，歌，書物 3% 10% 

出典： [Phuoug et al 2011] 36-37, [Krichenbauer et al 2013] 39-40より箪者の作成。
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賠償が限定的であり，被害者が要望していた記憶に関する措置が一切無視され

たことが大きく関係していると考えられる。

4. 民事当事者の意識

ジャルヴィスは，民事当事者となり裁判に参加する被害者の動機として，死

者に対する正義，自分の体験を次世代に伝える，死者の魂に対する敬意と真実

の解明，生存者と死者の魂を救済するために記念碑の設置やパゴダに遺品の保

管，加害者の法的処罰などがあると指摘する49)。ADHOC調壺はこの点を裏

付けており，正義の実現，被害者としての認知，賠償の順番で多い（表3-14)。

表 3-14 第2事件に参加した動機

民事当事者 民事当事者代表

クメ ール・ルージュ体制下で死去した家族のため
71% 89% 

に正義を得たい

個人史を語り，その苦難に対して認知を受けたい 41% 47% 

個人の賠償を受けたい 37% 37% 

出典： [Krichenbauer et al 2013] 19-20より筆者の作成。

民事当事者としての経験によって，カンボジア人が熱望していた人間として

の「尊厳と価値の感情を回復する機会」50)が提供され，そうした感情が飛躍的

に向上したことが明確に見て取れる（表3-15)。

第2事件に申請した民事当事者4000人の84%が， NGOの支援によってなさ

れたとされるSJ)。ADHOCに代表されるカンボジア NGOの情報提供やト

レーニングの甲斐もあって，民事当事者の権利認識も非常に高い。ただし，逮

捕の要求については低く，刑の控訴にいたってはほとんど知られていない（表

3 -17)。民事当事者主任共同弁護士の認識が低い（表3-16)のは，これが第

2事件から適用されるようになった制度で，その情報が十分に伝わっていない

49) [Jarvis 2014] 19-20. 

50) [McGrew 2006] 141. 

51) [Sperfeldt 2012] 151. 
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表 3-15 民事当事者の経験が与えた影響

民事当事者

将来に対して希望を与える 96% 

精神的に強くさせてくれた 88% 

苦痛な過去についてより良く感じる 98% 

愛する人を失った経験を受容 86% 

正義の感覚を与えてくれた 99% 

法に対する信頼の回復 98% 

出典： [Krichenbauer et al 2013] 31より筆者の作成。

表3-16 民事当事者の代理人

民事当事者

民事当事者弁護士 55% 

民事当事者主任共同弁護士 31% 

出典： [Krichenbauer et al 2013] 37-38より筆者の作成。

表3-17 民事当事者の権利

民事当事者

法廷代理人の選出 98% 

捜査の要求 79% 

証人や被告人に対する尋問 93% 

保護的措置の要求 94% 

有罪判決を受けた者に対して刑の控訴ができない 1% 

逮捕の要求ができない 15% 

出典： [Krichenbauer et al 2013) 38より筆者の作成。

ことが考えられる。

民事当事者代表

95% 

81% 

93% 

75% 

98% 

98% 

民事当事者代表

81% 

61% 

民事当事者代表

98% 

82% 

98% 

99% 

2% 

33% 

民事当事者にとって賠償が重要だと考えられている点は，健康の管理と回復，

記憶の保存と歴史の伝達正義の実現であり，これは先に見た被害者への措置

と類似する（表 3-18)。民事当事者になった動機として「個人の賠償」が4
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割ほど見られたが（表3-14), 健康の管理と回復に関しては集団的賠償とし

ても可能であろう52¥

表3-18 賠償の重要性

民事当事者 民事当事者代表

身体的・精神的な健康被害の回復 32% 44% 

次世代のためにクメール・ルージュ体制下の犯罪
30% 35% 

行為の記憶を保存し，その意識を高めること

被害者と死者に正義をもたらすこと 30% 22% 

健康管理へのアクセスと次世代への教育 10% 10% 

出典： [Krichenbauer et al 2013] 40-41より箪者の作成。

ADHOC調査の対象となった99%の民事当事者が，コミュニティにおける

小規模プロジェクトを支援および／または寄与したいと考えている53)。その具

体的な事例は，次の通り，すべて道徳的賠償の措置である（表 3-19)。コ

ミュニティにおける被害者の代表である民事当事者が，こうしたプロジェクト

に率先して従事することで，コミュニティにおける和解を促進したいという願

望が表れていると考えられる。また，コミュニティ全体に対する賠償方法が最

も望まれていたことを考え合わせると（表3-12), ある種の「コミュニティ

の正義」の実現がカンボジア人にとって好ましい正義感覚と見なせる。

表 3-19 コミュニティにおける小規模プロジェクト

民事当事者 民事当事者代表

記念碑／ストゥーパの建設 37% 41% 

死者の追悼式典 29% 20% 

小さな博物館／図書館の設置 7% 20% 

出典： [Krichenbauer et al 2013] 42より筆者の作成。

52) 一部の被害者は個人に対する金銭的賠償を求めているが，その賠償金の使用目的

として犠牲者を追悼する仏教儀式をするための費用としたいとのべている。Khch

Naren, Victims Stage Protest Outside Tribunal, The Cambodia Daily (October 18, 

2014). この要求も，道徳的（象徴的）賠償として行うことができる。

53) [Krichenbauer et al 2013] 43. 
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クメール・ルージュ裁判対策特別委員会の事務局長によると， ECCCの目

的は，上級指導者と最も責任のある者に説明責任を果たさせること，そして彼

らの犯罪についての歴史的記録を伝えること，カンボジアの人びと（死者と生

存者）に正義をもたらすこと，クメール・ルージュ時代について若い世代を教

育すること，法の支配を強化すること，そして社会の再建に寄与することであ

る54)。第2章で確認したように， ECCCは民事当事者制度と集団的・道徳的

賠償という修復的正義を大幅に取り込むことで，こうした複数の目的を実現し

とうとしてきた。本章で分析したように，こうした貪欲的にも見える ECCC

の姿勢は，現実的にカンボジア人の ECCCに対する多種多様な期待や正義観

に適合するものであった。言い換えると， ECCCは「被害者とその家族に

よって正義の思想として重要だと主張されてきた真実，記憶，歴史，認定，そ

して説明責任の要素に基づく……被害者一中心のモデル」55) としてのハイブ

リッド法廷を， 一定の妥協を繰り返しながらも目指してきた。そのため，特に

裁判に関与した民事当事者は行為主体として自らの内在する力を開花させつつ

あり， ECCCに対する評価はきわめて高い。

第4章 文化的差異に配慮したハイブリッド法廷

第2章で確認したように， 30年以上も前の大規模な国際犯罪を対象とし，大

陸法の伝統を背景とする国において初めて設置されたハイブリッド法廷である

ため， ECCCは国際刑事法廷であるにもかかわらず大幅に修復的司法の側面

を取り込んできた。実は，こうした措置は，次のように，カンボジアの文化的

伝統である仏教の価値観に適合している。

第 1に，仏教が説く理想の指導者像は人びとの幸福と社会の繁栄に対して重

大な責任が要求されている。例えば，上座仏教国では「王の十法」（王が遵守

すべき10の義務）を体現した指導者による統治は，「法（ダンマ）による統治」

として人びとが幸福になる理想的な統治だとされるが，「法による統治」を行

54) [McGrew 2006] 139. 

55) [Chan 2006] 102. 
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わない指導者はその正統性が失われ，逆にその支配の拒否が正統性を獲得する

とされる56)。この考え方は， ECCCがクメール・ルージュ体制下で起きた重

大な犯罪に責任のある上級指導者だけを訴追することに多くのカンボジア人が

賛成していたことに影響を与えていると考えられる。さらに，この思考は上

級指導者以外のクメール・ルージュの元構成員を訴追の対象から外すことに

納得することにも通じるが，そこには階層性社会に根ざした権威・権力者に

対する服従の姿勢がカンボジアで道徳的に正当化されているという要因もあ

る57¥

第 2に，仏教的価値観による処罰の考え方は訴追による懲罰よりも，説明責

任を果たすことによる和解を通じた加害者の社会的統合を強調する58)。多くの

カンボジア人に受容されているカルマという因果論からは，加害者が来世にお

いて処罰されると理解される傾向があり，それは応報的司法の目標である不処

罰の終焉と調和させることが困難である59)。カンボジアにおける社会派仏教の

創始者とも言えるマハ・ゴサナンダ師は，「平和はゆっくり育つ」という講話

で，争いと平和は人間の心のなかから始まるがゆえに，ひとりよがりには寛大，

無知には智慧，憎しみには慈しみの愛という武器で対抗し，敵に対しても慈悲

を与えることを説いている60)。カンボジアの人権僧と言われるヨ・ホット・ケ

マカロ師も，悪い行いは人間の心に潜む 3つの悪い種である「三毒」（貪．

嘆．擬）が根本原因であり，加害者がそうした悪い種を捨て去るように慈悲の

心で彼らを手助けすることが必要であるとのべる。そのため，ヨ・ホット師は

刑事施設を被収容者が出所後に犯罪を再発しないようリハビリされる場所であ

ると見ている61)。こうした仏教僧の主張する，人間の善性に働きかけることで

56) [石井 1975]79-80頁。 「王の十法」とは施与，戒律，捨離，正直，柔和，修養，

不瞳，不害，たえ忍ぶこと，逆らわぬことである［中村 1993]317頁。

57) [Jasini and Phan 2011] 391. 

58) [Bates 2007] 190. 

59) [Jasini and Phan 2011] 391. 

60) [マハ・ゴサナンダ 1997]64-65頁。

61) [Sann and Kim 2002] 33. 
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不信の克服と信頼の構築を目指そうとする慈悲の実践は，まさに修復的司法の

目標と一致する。

第3に，仏教的価値観に基づくもうひとつの前向きな処罰の考え方は，過去

の犯罪を調査するよりは，赦しにより加害者が未来に向けて良き行いという功

徳を積むことを期待する。そこから，第2点の主張とも重なり合って，加害者

が告白と謝罪によって漸進的に社会に復帰し，再統合されるリハビリテーショ

ンの手続が重要視される62)。ここには，未来志向的なカルマの捉え方が反映さ

れている。この点を，マハ・ゴサナンダ師は「過去や未来について思い悩む必

要はありません。……現在を大切にすれば，未来はよくなるでしょう 。……そ

の現在は未来の母です」63) とわかりやすく説いている。そうしたカルマの因果

論を受けて， ヨ・ホット師は，加害者が現在なすべき良き行いとして自責や後

悔により過去を引きずって生きるよりも，過去の間違いや過ち（の因果）を正

しく理解して，現在と未来に生かしていくことの大切さを仏教は教えていると

のべる64)。そのために，真実を通じて真実を見ることを教える仏教の視点から

すると，クメール・ルージュ時代になされた犯罪の真実が明らかにされる必要

があり，その真実と歴史の解明が加害者と被害者のあいだの真の和解，そして

再発の防止という次世代への教訓として生かされる鍵であると，ヨ・ホット師

は強調する65)。加害者による告白と謝罪により，真実と歴史が解明されること

で国民和解を促進しようとするのは，第 2章で見たように真実委員会の最も重

要な目標であり修復的司法の目的でもある。ECCCは，それ自体が制度化し

たこの目標や目的を，道徳的賠償によって実現しようとしている。第3章で確

認したように，それらの目標や目的は民事当事者が賠償に期待するものであった。

第4に，仏教の基本原則（ダルマ，縁起，無我）は，犯罪が個人よりもコ

ミュニティ全体に与えた影響から刑罰を考える傾向がある。そのため，刑罰の

62) [Hancock 2008] 121-123. 

63) [マハ・ゴサナンダ 1997]13-14頁。

64) Cambodians talk about the Khmer Rouge trial, The Phnom Penh Post (4 Feb 

2000). 

65) [Sann and Kim 2002] 32, 34. 
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方法はコミュニティが受けた危害を修復・予防することに主眼を置く 66)。例え

ば，多様な意味を持つダルマは個人が相互に負う消極的・積極的な義務である

と解釈される場合がある。仏教学者のダミアン・キューンは，仏教には「萌芽

的な」権利概念が存在するが，それはダルマの下で個人が相互に義務を遂行す

ることによ って実現されるという 67)。他方で，仏教学者のクレイグ・イハラは，

こうしたダルマの義務を試合中における各サッカー選手の責任と対比して，個

人の無責任はすべての選手（試合そのもの）に影響を与えると例示する68)。宗

教哲学者のブラッニガンによると，縁起思想には，① 自他のあいだに本質的

な差異がないこと，② 個人が自己の存在の共同体的な側面に注意を払うこと

が含意されるという 69)。この点を，マハ・ゴサナンダ師は「敵のなかに自分自

身を見いだすこと」，「私たちはみずからの仏性によっておたがいにつながって

いるのですから，その仏性をもってすれば，連帯と理解と平和の懸橋を架ける

ことができるのです」とのべる70)。こうした仏教の基本原則からは，相互義務

の遂行により個人とコミュニティの平和と安全を維持しようという姿勢が重要

である。これは， ECCCが定める集団的賠償の具体的な措置を支持する。第

3章で見たように，実際的にも，民事当事者はコミュニティ全体に賠償がなさ

れることを最も望んでおり，コミュニティで実施される道徳的賠償のプロジェ

クトに参加することを望んでいた。

第5に， ECCCが修復的正義の要素を大きく組み込むことで応報的正義と

のカンボジアの文脈に見合ったバランスを取っていること自体が，中道という

仏教の重要な教義に則っている。マハ・ゴサナンダ師は「和にいたる道を中道

といいます。あらゆる二元論や対立を越えたもので，心の平静とも呼ばれます。

心の平静とは，あらゆる行きすぎを調和するものです」71)と説いている。ヨ・

66) [Hancock 2008] 111-112. 

67) [Keown 1998] 20-22. 

68) [Ihara 1998] 45-46. 

69) [Brannigan 2010] 70-71. 

70) [マハ・ゴサナンダ 1997]72, 80頁。

71) [マハ・ゴサナンダ 1997]21頁。
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ホット師は，対立勢力による紛争が続いた後遺症が残る和平後のカンボジアに

おいて，さまざまな社会領域における政治（党派）化が常態化しているため，

社会問題に対処して平和な社会へと導くために非一党派的な姿勢である非暴力

と慈悲に基づく中道の実践を提唱した72)。このヨ・ホット師の提案に共鳴しつ

つ，カンボジア社会開発センターのチア・ヴァナット所長は， ECCCにより

和解が促進され，加害者と被害者のあいだに対立が再燃することなく，憎しみ

や不信を克服して双方に信頼が構築されるためには，非一党派的な和解のメッ

セージを伝える中道という紛争の解決方法を利用することが重要であると指摘

する73)。裁判の開始によって内戦が再発するかもしれないという懸念がささや

かれる状況下で稼働した一―—実際にはその懸念は現在までのところ杞憂に終

わっているが-ECCCは，応報的司法と応報的司法のハイブリド性を維持

することで，カンボジアの未来にとって最も必要な和解という肝心「要の

道」74)を歩んでいると考えられる。これは，第3章で確認したように，カンボ

ジア人の多様な正義観や和解の見解に見合うものでもある75¥

ハンコックは，ハイブリッド法廷が持つ利点のひとつとして，法廷の手続が

より大きな文化的独自性をもって形成されるかもしれない点を指摘する76)。上

座仏教国において初めて設置されたハイブリッド法廷である ECCCは，先の

5つの点に見られるように，クメール・ルージュの上級指導者を裁くため，か

なりの程度まで「国の特定の社会的，教養的そして歴史的な文化を反映」77) し

てきたと見なせる。この点が，民事当事者を含む多数のカンボジア人によって，

72) [Yos Hut 1998] 73-76. 

73) [Chea 2003] 52-53. 

74) 中道の意味が「要の道」に中（あた）るという指摘については，次のウェブサイ

トにある中村元の説明を参照。http://h-kishi.sakura.ne.jp/kokoro-224.htm 

75) カンボジア文書センターが行った調査によると，多くのカンボジア人は ECCCが

対審構造を持つことを知らず，その代わりに，有罪者は罪の公的な告白と謝罪を課

されるという仏教的な紛争の解決に類似していると考えていたという [Hancock

2008] 98-99。

76) [Hancock2008] 126. 

77) [Horsington2004] 4 78. 
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ECCCが支持されてきた最も大きな理由ではなかろうか。

例えば，第2事件第 1事案の判決で認められた賠償のひとつである「証言セ

ラピー」では，仏教儀式にパゴダヘ集った被害者と加害者を含むコミュニティ

の隣人の前で仏教僧によって被害者の証言を披露するという手法が採用され

た78)。今後も，賠償のひとつとして民事当事者が要請する記念碑の設置や追悼

式典の実施などで，仏教僧の関与や仏教的な儀式が実施されることにより，さ

らにカンボジアの仏教に根ざした伝統的価値観に基づく措置がとられるかどう

か注目されるところである79)0 

お わりに

カンボジアにおける移行期正義は，国内の政治的安定や国家主権の尊重が優

先される形で真実委員会が設置されず，クメール・ルージュによる重大な国際

犯罪に責任を有する上級指導者だけを裁く，裁判所の構成が国内的要素に比重

を置く国内法廷という前例のないハイブリッド法廷である ECCCだけが設置

されるというメカニズムによって実現されつつある。 ECCCは30年以上も前

の大規模な国際犯罪を対象とし，大陸法の伝統を持つ国で初めて設置されたハ

イブリッド法廷ということもあり，特に民事当事者制度と集団的・道徳的賠償

措置において修復的正義を追求するメカニズムを大幅に取り入れた。また，

ECCCは上座仏教国において設置された最初のハイブリッド法廷であるが，

応報的正義と修復的正義を同時に実現しようとするハイブリッド的挑戦は，慈

悲や中道を説く仏教の価値観にも適合するものであった。その意味で， ECCC

は国際人権基準と国内の政治的事情，社会的そして文化的独自性とが，カンボ

ジアの文脈から見て「ちょうどよく調律された楽器の弦のような」法廷として，

78) トランスカルチュラル・サイコロジカル協会カンボジアのウェブサイトを参照。

http://tpocambodia.org/index.php ?id =207 

79) チャンは，慈悲，思いやり，喜び，平等，そして正義という仏教の中核的な価値

観を含んだ仏教俄式を活用することが，クメール・ルージュによる大規模な人権侵

害の被害者に和解と癒しをもたらすために必要であると主張する [Chan2006] 

94-95。
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「弦が絶妙に振動して，美しい音楽を奏で」80)ていると評価できるではなかろ

うか。それゆえ， ECCCは多くのカンボジア人によって好意的に迎えられ，

民事当事者の心を着実に癒して内在する力を開花させている。

法的アプローチを採用する立場から， ECCCは司法の政治化（政府による

統制）や汚職をもたらしているといった批判が繰り返しなされている81)。しか

し， ADHOCのトウン・サライ会長がのべているように，クメール・ルー

ジュ体制下で行われたような大規模な人権侵害の被害者に望むことができる正

義は，平和と正義のバランスを考慮する必要から「不完全な正義」や「相対的

な正義」たらざるを得ない82)。クメール・ルージュの上級指導者だけを訴追す

ると同時に，被害者の参加を大幅に認めて裁判過程における行為主体の意識を

向上させ，集団的・道徳的賠償による真実の解明，記憶の保存，歴史の教育と

いった修復的正義の実現により，国民和解を漸進的に促進している ECCCの

活動は，それが社会に及ぼす影響を重視する社会的アプローチからすれば相当

程度に成功していると見なせる83)。

3つの前例のない条件を持つ国において初めて設置されたハイブリッド法廷

である ECCCは，（特に人権と刑事の分野における）国際法にどのような寄与

をする可能性があるのだろうか。この点を最後にのべて，本稿を閉じたい。

第 1に，新たな形態のハイブリッド法廷の可能性を提示したことである。す

なわち， ECCCは法的正義（刑事罰）と社会正義（真実の探求と和解），言い

換えると，応報的正義と修復的正義を同時に実現しようとするハイブリッド性

をもつモデルとしてのハイブリッド法廷が可能であることを現実に例示した。

この点が，最大の貢献である。

第2に，移行期正義への対応として新しく提唱されている包括的アプローチ

の必要性と有効性を例証したことである。国連人権理事会の特別報告者パブ

80) [マハ・ゴサナンダ 1997]21頁。

81) 例えば， [Coughlan, Ghouse, and Smith 2012] を参照。

82) [Humphrets 2006] 110. 

83) 同じような評価をしている論文として， [Scully 2013] 353を参照。
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ロ・デ・グレイフは，移行期正義に対処するために，従来は個別に実施される

傾向があった真実，正義，賠償そして再発防止の保障を包括的に実施すること

を強調する 84) 。 ECCC は，これら 4 つの措置を一一部分的にであれ一~ハイ

ブリッド法廷だけで実現する大きな可能性を示している。

第 3に，国際刑事司法に被害者参加の権利を拡充させたことである。従来は

コモン・ローを参考にして発展きてきた国際刑事法が，大陸法の影響を持つカ

ンボジアの国内法を採用したことで，民事当事者制度という仕組みで被害者が

裁判過程に完全な当事者として参加することが一―—途中からその権利の一部が

制約されつつも 可能となった。これは，国際刑事裁判所で保障された被害

者の参加権利よりも幅広いものであった。

第 4に，国際刑事司法において賠償の権利を実現する措置の中身を拡充した

ことである。真実委員会を別にすると， ECCCは国際（および地域）裁判所

において初めて象徴的賠償を保障した。現時点においては，特に歴史教育の普

及にこの点が象徴されている。

これまでの事例を見ても，新たに設置される国際法廷は前例を参考にして構

成される場合が多い。これら 4点において国際刑事・人権法に大きく寄与して

いる ECCCも，将来に設置されるハイブリッド法廷の先例となることが期待

される。

パーメンティアは，国際犯罪に「対処するアプローチは本来的に複雑に絡み

合ったものになるはずであり，クリアーカットなアプローチは望ましいものに

過ぎない」85)とのべる。また，ルイーズ・アルブール元国連人権高等弁務官は，

ハイブリッド法廷に対する国連の関与が「戦略的かつ計画的な決定を命令する

ことではなく……特定の事情と環境に対する適切な応答として現場において形

成されなければならない」86)という。この 2人の主張の正しさを， ECCCに

よる移行期正義を実現しようとする挑戦が物語っている。 ECCCは「個別」

84) [U.N 2012]. 日本語訳については， ［角田・木村 2015b] を参照。

85) [パーメンティア 2011]119頁。

86) [OHCHR 2008] v. 
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の経験が「普遍」へと昇華する可能性があることを，国際刑事司法の分野で証

明しつつあるのではないだろうか。
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